
令和２年度最終補正予算（案）

Ⅰ 補正予算編成の基本的考え⽅

（１）補正予算の規模

区 分 今 回 補 正 既 定 予 算 計

⼀ 般 会 計 ▲ ２，７４２ 億円 ９兆６，７５９ 億円 ９兆４，０１７ 億円

特 別 会 計 ▲ １，５８２ 億円 ６兆 １５２ 億円 ５兆８，５７０ 億円

公 営 企 業 会 計 ８ 億円 ２兆 ８９３ 億円 ２兆 ９０１ 億円

計 ▲ ４，３１６ 億円 １７兆７，８０４ 億円 １７兆３，４８８ 億円

今回補正
⼀般財源 特定財源

都税 地⽅譲与税 国庫⽀出⾦ 繰⼊⾦ 都債 繰越⾦ その他

億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

▲２，７４２ ▲１，９２１ ▲ ３４ ６３５ ▲３，５０２ １，０００ ９９３ ８７

 新型コロナウイルス感染症の影響に伴う企業収益の悪化等による都税収⼊の減収に対して、現

時点で執⾏しないことが明らかな不⽤額の精査及び減収補塡債の発⾏により、予算上の対応を

図ります。

 令和元年度決算剰余⾦や予算の執⾏過程における歳出の精査等により⽣み出された財源を活⽤

するとともに、国の追加経費負担分を国庫⽀出⾦で受け⼊れ、東京オリンピック・パラリン

ピック開催準備基⾦への積⽴を⾏います。

 この他、都⺠⽣活に関わる必要な事項について、所要の経費を計上します。

Ⅱ 財政規模

（２）補正予算の財源（⼀般会計）

＊ ⼀般会計は、上記のほか、東京2020⼤会の開催延期や新型コロナウイルス感染症の影響等に
係る繰越明許費706億円を設定
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歳⼊の精査等（▲２，７４２億円）

Ⅲ 令和２年度最終補正予算の内容

 都税収⼊等の状況

 都税等 ▲ １，９５５億円

 繰越⾦ ９９３億円

 基⾦繰⼊⾦（東京オリンピック・パラリンピック開催準備基⾦） ▲１，５５８億円

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う企業収益の悪化等により減収となります。

共同実施事業の執⾏時期が変更したことによる歳⼊の減などを補正します。

区 分 令 和 ２ 年 度
最 終 補 正 後

令 和 ２ 年 度
当 初 予 算 増 ▲ 減

都 税 ５兆２，５２５ 億円 ５兆４，４４６ 億円 ▲ １，９２１ 億円

う ち 法 ⼈ ⼆ 税 １兆６，７６６ 億円 １兆７，９９６ 億円 ▲ １，２３１ 億円

う ち 繰 ⼊ 地 ⽅
消 費 税 ６，３５５ 億円 ６，９１２ 億円 ▲５５８ 億円

地 ⽅ 譲 与 税 ４９５ 億円 ５２９ 億円 ▲３４ 億円

合 計 ５兆３，０２０ 億円 ５兆４，９７５ 億円 ▲ １，９５５ 億円

 その他の歳⼊ ▲１，９４１億円
歳出不⽤額の精査に伴う歳⼊の減や、事業進捗などに伴う歳⼊の増を補正します。

 減収補塡債の発⾏ １，０００億円

 国庫⽀出⾦（東京2020⼤会追加経費負担分） ７１０億円

Ｖ５予算に基づく国の追加経費負担分を受⼊れ、全額東京オリンピック・パラリンピック開催
準備基⾦へ積み⽴てます。

 国庫⽀出⾦（都内のホストタウン関連経費（国負担）） ９億円

 東京オリンピック・パラリンピック開催準備基⾦への積⽴ １，９１６億円

歳出の精査等（▲３，１０１億円）
 予算の執⾏状況の精査 ▲２，９８９億円

 税収減などに伴う義務的な経費 ▲３８８億円

予算の執⾏状況の総点検を⾏い、現時点において不⽤額となることが明らかな事項などを精査します。

・給与費の精査

・契約差⾦、補助⾦の交付実績の減

・東京2020⼤会の開催延期に伴う執⾏の減 など

東京2020⼤会関連（３５９億円）

 共同実施事業・競技施設整備 ▲１，５５８億円

 その他補正が必要な事項 ２７７億円

公営企業会計の補正

 病院会計 ８億円
新型コロナウイルス感染症専⽤病院の運営に関わる経費を計上します。

特別会計の補正

 特別区財政調整会計（税連動） ▲２５４億円

 地⽅消費税清算会計（税連動） ▲１，３２８億円
新型コロナウイルス感染症の影響に伴う消費の落ち込み等により、地⽅消費税清算⾦などを減額補正
します。

令和元年度決算剰余⾦や予算の執⾏過程における歳出の精査等により⽣み出された財源を活⽤し、
東京オリンピック・パラリンピック開催準備基⾦への積⽴を⾏います。
（都分 １,１９５億円、国負担分 ７１０億円 等）

共同実施事業の執⾏時期を変更したことによる歳出の減などを補正します。

・税連動経費（区市町村への交付⾦など）の減

・国庫⽀出⾦返納⾦ など

・⽣活福祉資⾦の貸付原資の増 など

債務負担⾏為の設定
 新型コロナウイルス感染症緊急対応資⾦融資利⼦補給

新型コロナウイルス感染症の流⾏により減収等の影響を受けた医療機関へ融資を実施する⾦融機関に
対し、利⼦補給に必要な補助を⾏い、融資を受けた医療機関の利⼦負担を軽減します。

債務負担⾏為 16.5億円（令和３年度〜６年度）
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 東京オリンピック・パラリンピック開催準備基⾦への積⽴ １，９１６億円

歳出の精査等（▲３，１０１億円）
 予算の執⾏状況の精査 ▲２，９８９億円

 税収減などに伴う義務的な経費 ▲３８８億円

予算の執⾏状況の総点検を⾏い、現時点において不⽤額となることが明らかな事項などを精査します。

・給与費の精査

・契約差⾦、補助⾦の交付実績の減

・東京2020⼤会の開催延期に伴う執⾏の減 など

東京2020⼤会関連（３５９億円）

 共同実施事業・競技施設整備 ▲１，５５８億円

 その他補正が必要な事項 ２７７億円

公営企業会計の補正

 病院会計 ８億円
新型コロナウイルス感染症専⽤病院の運営に関わる経費を計上します。

特別会計の補正

 特別区財政調整会計（税連動） ▲２５４億円

 地⽅消費税清算会計（税連動） ▲１，３２８億円
新型コロナウイルス感染症の影響に伴う消費の落ち込み等により、地⽅消費税清算⾦などを減額補正
します。

令和元年度決算剰余⾦や予算の執⾏過程における歳出の精査等により⽣み出された財源を活⽤し、
東京オリンピック・パラリンピック開催準備基⾦への積⽴を⾏います。
（都分 １,１９５億円、国負担分 ７１０億円 等）

共同実施事業の執⾏時期を変更したことによる歳出の減などを補正します。

・税連動経費（区市町村への交付⾦など）の減

・国庫⽀出⾦返納⾦ など

・⽣活福祉資⾦の貸付原資の増 など

債務負担⾏為の設定
 新型コロナウイルス感染症緊急対応資⾦融資利⼦補給

新型コロナウイルス感染症の流⾏により減収等の影響を受けた医療機関へ融資を実施する⾦融機関に
対し、利⼦補給に必要な補助を⾏い、融資を受けた医療機関の利⼦負担を軽減します。

債務負担⾏為 16.5億円（令和３年度〜６年度）
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